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第 １部●「下請契約の締結」に関する ８つのルール	 ３

ルール １（見積条件の明確化と適正な見積期間）
　見積依頼は、工事内容、工期等の契約内容をできる限り具体的に提示し、下
請負人が見積りを行うに足りる期間を設けなければならない � 4

ルール ２（内訳を明らかにした見積り）
　建設工事の見積書は、「工事の種別」ごとに「経費の内訳」を、また「工事
の工程」ごとに作業日数や準備日数を、それぞれ明らかにするよう努めなけれ
ばならない � ８

ルール ３（書面契約の締結）
　下請契約の締結・契約変更に当たっては、契約の内容を明示した適正な契約
書を作成し、元請下請の双方が相互に交付しなければならない � 10

ルール ４（契約変更）
　下請工事に関し追加工事等が発生した場合、又は工期が変更となった場合に
は、着工前に書面による変更契約を締結しなければならない � 15

ルール 5（工期）
　建設工事の請負契約の当事者である元請負人と下請負人は、「工期に関する
基準」を踏まえ、契約の締結に当たって適正な工期を設定しなければならない � 18

ルール 6（不当に低い請負代金と指値発注の禁止）
　自己の取引上の地位を不当に利用し、通常必要と認められる原価に満たない
金額で請負契約を締結してはならない � 21

ルール 7（不当な使用資材等の購入強制の禁止）
　下請契約の締結後に、自己の取引上の地位を不当に利用して、使用資材等又
はこれらの購入先を指定して、下請負人の利益を害してはならない � 26

ルール 8（やり直し工事）
　元請負人が費用を全く負担することなく、下請負人に対して工事のやり直し
を求めることができるのは、下請負人の施工が契約書に明示された内容と異な
る場合又は下請負人の施工に瑕疵等がある場合に限られる � 28
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第 2部●「下請代金の支払等」に関する ８つのルール	 31

ルール １（有償支給の資材代金の回収時期）
　下請工事に必要な資材を元請負人が有償支給した場合は、正当な理由がある
場合を除き、当該資材の代金を下請代金の支払期日前に下請負人に支払わせて
はならない � 32

ルール ２（検査及び引渡し）
　下請工事の完成を確認するための検査は、工事完成の通知を受けた日から20
日以内に行い、かつ、検査後に、下請負人が引渡しを申し出たときは、直ちに
工事目的物の引渡しを受けなければならない � 33

ルール ３ - 1 （下請代金の支払期日）
　元請負人が、その注文者から請負代金の出来高払又は竣工払を受けたとき
は、その支払の対象となった工事を施工した下請負人に対して、相当する下請
代金を １か月以内に支払わなければならない � 34

ルール 3 - 2 （特定建設業者に係る下請代金の支払期日の特例）
　特定建設業者は、下請負人（特定建設業者又は資本金額が4,000万円以上の
法人を除く。）からの引渡し申出日から起算して50日以内に下請代金を支払わ
なければならない � 35

ルール ４（支払手段）
　元請負人は、下請代金のうち労務費に相当する部分については、現金で支払
うよう適切な配慮をしなければならない � 40

ルール ５（割引困難な手形による支払の禁止）
　特定建設業者は、下請代金の支払を一般の金融機関による割引を受けること
が困難と認められる手形により行ってはならない � 42

ルール ６（赤伝処理）
　赤伝処理を行う場合には、元請負人と下請負人双方の協議・合意が必要であ
るとともに、元請負人は、その内容や差引額の算定根拠等について見積条件や
契約書に明示しなければならない � 44

ルール ７（帳簿の備付け・保存及び営業に関する図書の保存）
　建設業者は、営業所ごとに営業に関する事項を記録した帳簿を備え付け、 ５
年間保存しなければならない � 48

ルール ８（関係法令）
　建設業の下請取引に関する建設業法との関係における独占禁止法や強制加入
方式をとっている社会保険・労働保険についても、建設業法と同様に遵守しな
ければならない � 51

第 3部●「工事現場」における ８つのルール	 57

ルール １（工事現場への主任技術者・監理技術者の配置）
　工事現場には主任技術者又は監理技術者を配置しなければならない � 58

ルール ２（主任技術者・監理技術者の専任が必要な工事）
　個人住宅を除くほとんどの工事では、請負代金が4,000万円（建築一式工事
の場合は8,000万円）以上の工事に係る主任技術者又は監理技術者は、その工
事現場に専任しなければならない � 68
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ルール ３（専門技術者の配置が必要な工事）
　「一式工事に含まれる専門工事」又は「附帯工事」を自ら施工する場合には
「専門技術者」を配置しなければならない � 76

ルール ４（ＪＶ工事における技術者配置）
　ＪＶ（建設工事共同企業体）工事では、すべての構成員が技術者を現場に配
置しなければならない � 78

ルール ５（一括下請負の禁止）
　一括下請負はしない、させない � 82

ルール ６（無許可業者に下請負する場合の制限）
　無許可業者に下請代金が500万円以上の建設工事を下請負してはならない � 85

ルール ７（施工体制台帳・施工体系図の作成が必要となる工事）
　作成建設業者は、施工体制台帳・施工体系図を作成し、適正な現場管理を行
わなければならない � 86

ルール ８（特定建設業者に課せられる下請負人に対する指導義務）
　建設工事の下請負人の法令遵守を徹底するため、特定建設業者は、末端まで
のすべての下請負人に対する指導義務を適切に行うよう努めなければならない � 93
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１ ●関係法令	 97

⑴　建設業法の概要 � 97
⑵　建設業法（抜粋）� 98
⑶　「建設業者」が店舗・現場に掲示する標識の様式 � 121
⑷　私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（抜粋）� 122
⑸　専任の「主任技術者」又は「監理技術者」を必要とする建設工事 � 125

2 ●適正な契約と履行	 126

⑴　建設業法令遵守ガイドライン（第 ８版）� 126
⑵　工期に関する基準 � 151
⑶　下請契約及び下請代金支払の適正化並びに施工管理の徹底等について � 177
⑷　建設産業における生産システム合理化指針について � 186
⑸�　総合工事業者・専門工事業者間における契約締結に至るまでの適正な手順等	
に関する指針 � 191
⑹　総合工事業者・専門工事業者間における工事見積条件の明確化について
　―「施工条件・範囲リスト」（標準モデル）の作成― � 196
⑺　総合工事業者・専門工事業者間における条件変更時の適正な手順等について
　（見積条件と実際の施工条件が異なっていた場合の適正な対応）� 200
⑻　民間建設工事の適正な品質を確保するための指針について � 207
⑼　建設工事標準下請契約約款 � 217
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3 ●適正な施工	 231

⑴　監理技術者制度運用マニュアルについて � 231
⑵　建設工事の業種区分 � 246
⑶　監理技術者又は主任技術者となり得る国家資格等 � 256
⑷　令和 ６年度以降の技術検定制度の概要 � 262
⑸　施工体制台帳の作成等について（通知）� 264
⑹　施工体制台帳の記載例 � 272
⑺　再下請負通知書の記載例 � 274
⑻　施工体系図の記載例 � 276
⑼　作業員名簿の記載例� 278
⑽　施工体制台帳等のチェックリスト� 280
⑾　社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン � 287
⑿�　「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」における現場入場の	
取扱いについて～一問一答～ � 296
⒀　一括下請負の禁止について � 298
⒁　建築士法等の一部を改正する法律等の施行について � 305
⒂�　親会社及びその連結子会社の間の出向社員に係る主任技術者又は監理技術者	
の直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱い等について（改正）� 307

4 ●その他	 311

⑴　建設工事紛争審査会
　　～建設工事の請負契約をめぐる紛争の解決を図りたいときには～ � 311
⑵　駆け込みホットライン
　　～建設業法に違反している建設業者がいた場合には～ � 314
⑶　国土交通省ネガティブ情報等検索サイト
　　～建設業者等の過去の処分歴を知りたいときには～ � 315
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